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AI・半導体 半導体産業は米国と中国の間のグローバルな技術戦争の主戦場となっています。米

国は2020年に世界の半導体市場シェアの47%を占め、IntelやNVIDIAなどの企業がイ

ノベーションを牽引していますが、製造は台湾や韓国に大きく依存しています。一

方、中国は2025年までに国内チップ生産の70%達成を目指し、巨額の投資を行って

います。米国はAIとスーパーコンピューティングにおける中国の進歩を抑制するた

め、高性能AIチップの輸出規制やEUVリソグラフィ装置の販売停止圧力をかけてい

ます。特許の面では、2022年に中国が約40,000件のAI特許を付与されたのに対し、

米国は約9,000件であり、特に機械学習やコンピュータビジョン分野で中国が優位に

立っています。日本は製造装置や材料で強みを持っています。

日本は半導体製造装置や材料分野で世界的に高いシェアを誇る企業を多数擁してい

ます。例えば、東京エレクトロンやSCREENホールディングスは世界の製造装置市

場で約30%のシェアを持ち、特定のニッチ市場で優位性を持っています。また、大

学や研究機関もAI・半導体分野の人材育成と研究開発に積極的に取り組んでおり、

東京大学や東北大学などが次世代エッジAI半導体開発の国家プロジェクトに参画

し、約500人の研究者がAI回路設計などの研究を進めています。さらに、日本の理化

学機器企業やロボット産業の強みを活かした展開も期待されています。

高市政権は、中国や米国が多くのシェアを持つ特許の空白領域を見定めて、企業の

集中的な資源投入を促す方針です。具体的には、AI半導体に不可欠な特殊素材の分

野で、創業100年余りの日本の繊維企業が重要ニッチ市場を独占している事例があ

り、これが米中が支配的でない、または日本が差別化できる空白域・ニッチ機会の

典型例です。また、日本の半導体産業は材料や装置など特定の分野で競争力を持っ

ているため、これらの強みを活かしたAI半導体関連のニッチな技術開発や応用分野

が空白域となる可能性があります。例えば、フィジカルAIやAIロボットといった分

野では、日本のロボット技術や精密機器製造の強みが活かせる可能性が高いです。

高市政権は、AIや半導体など戦略17分野を「危機管理・成長投資」の対象と位置づ

け、知財・無形資産との結びつきが投資対効果を左右すると見ています。政府は

「IPランドスケープ」という手法を取り入れ、特許や商標などの知財情報と市場

データを分析し、特許の空白地帯と日本が持つ技術を組み合わせることを目指して

います。これにより、海外に出遅れる日本の知的財産を底上げし、経済成長や国際

競争力の強化につなげる方針です。また、大学や研究機関への巨額支援を通じて人

材育成を強化し、2040年の「半導体40兆円市場」実現を目指しています。

https://patentpc.com/blog/the-c0.85
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次世代船舶、ゼロエミッション船、船舶修繕分野における特許・技術競争は、中

国、日本、韓国が主要なプレイヤーとして展開されています。WIPOの報告による

と、海洋技術分野の特許出願では中国の大学が上位を占め、特にハルビン工程大学

が2000年から2023年の間に687件の特許ファミリーを公開し、全体でトップとなっ

ています[4]。一方、日本企業では三菱重工業が535件で2位にランクインし、低排出

ガス燃料や自律航行船の開発に積極的です。ヤマハ発動機や古野電気も上位10社に

入っています[4]。OECDの報告では、日本の造船業は高付加価値セグメントで競争

力を維持しているものの、全体的なシェアは中国と韓国に次ぐ3位であり、2019年
以降は中国の特許出願が急増し、日本のイノベーションリーダーシップは縮小傾向

にあると指摘されています[1]。米国は、特定の技術分野でのイノベーションが見ら

れるものの、造船全体の特許活動では日中韓に比べて目立った優位性は確認されて

いません。

日本は、高付加価値船の建造において強みを有しており、特にLNG燃料船、メタ

ノール対応船、ハイブリッド推進船などの次世代船舶の開発に注力しています[1]。
高いエンジニアリング能力、厳格な品質管理、そして納期遵守の信頼性により、複

雑な要件やライフサイクル性能が重視される分野で競争力を維持しています[1]。ま

た、海洋機器産業においては、船外機、往復動エンジン、航行制御システムなどで

世界的なリーダーシップを発揮し、高い国内自給率と輸出競争力を誇ります[1]。ゼ

ロエミッション船の開発では、水素燃料船やアンモニア燃料船の実証実験を世界に

先駆けて進めており、政府のグリーンイノベーション基金からの支援も受けていま

す[2][3]。

次世代船舶、ゼロエミッション船、船舶修繕分野において、日本が差別化できる空

白域・ニッチ機会としては、高付加価値船の設計・建造技術、特に液化水素運搬船

やアンモニア燃料船などの高度なゼロエミッション船技術が挙げられます[1][2]。中

国や韓国が量産体制で優位に立つ中、日本は複雑な技術要件や高い安全性が求めら

れる特殊船、例えば極地運航船や深海探査船などのニッチ市場で技術的優位性を確

立できる可能性があります[1]。また、船舶のデジタル化、自動運航システム、AIを
活用した効率的な運航管理システム、およびサイバーセキュリティ対策を統合した

「スマートシップ」技術は、日本の得意とする分野であり、高付加価値化の余地が

大きいと考えられます[1][5]。船舶修繕においては、単なる保守・修理に留まらず、

既存船のゼロエミッション化に向けたレトロフィット技術や、高度な診断・予知保

全システムを組み合わせたサービス提供が、新たなニッチ市場を創出する可能性が

あります[1]。これらの分野は、日本の高い技術力と品質へのこだわりを活かし、米

中が支配的でない、あるいは差別化が可能な領域として期待されます。

高市政権は、造船業を経済安全保障を支える極めて重要な産業と位置づけ、成長戦

略の重点17分野の一つとしています[5][6]。特に、ゼロエミッション船やデジタル造

船、自動運航船の開発への投資を推進し、国内の建造能力の抜本的強化を目指して

います[5][7]。これは、日本の技術的優位性を活かし、国際競争力を維持・強化する

ための戦略的な投資を後押しするものです[3]。政府は、グリーンイノベーション基

金を通じて次世代船舶の開発を支援しており、水素燃料船やアンモニア燃料船の実

証運航を2030年までに完了させる目標を掲げています[2]。知財戦略としては、日本

の技術的優位性が発揮できる環境整備、特に技術的規制や運航的側面での優位性確

保が重要視されています[8]。

https://www.oecd.org/en/public0.9
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量子技術2.0関連の特許公開件数は2010年頃から世界的に急増しており、特に中国の

伸びが著しいです。米国も継続的に増加していますが、中国と比較すると緩やかな

傾向にあります。一方、日本は1990年代から積極的に特許を公開してきましたが、

2005年頃をピークに減少傾向に転じています[1]。発行国・機関別の公開件数では、

中国が首位、米国が2位、日本が3位となっています[1]。技術区分別に見ると、米国

での特許は「量子コンピュータ」や「量子ビット・ゲート」区分が多くを占めるの

に対し、日本企業や中国の出願人による特許は「量子通信・量子暗号」区分に集中

する傾向が見られます[1]。内閣府の分析では、米国はほぼ全ての量子技術領域を網

羅しているものの量子暗号・通信分野が手薄であり、中国はこの分野で強い一方

で、重い電子や量子物性、量子マテリアルといった領域では米国に比べて弱いとさ

れています[8]。

日本の量子技術における強みは、高性能な量子暗号装置の開発能力にあり、データ

保存や秘匿計算を組み合わせた独自のシステム構築が期待されています[3]。また、

量子技術の標準化推進においては、多様な産業集積と高い技術力を持つサプライ

ヤー基盤が日本の優位性として挙げられます[4]。物理学・工学分野における長年の

蓄積と、研究機関への継続的な政府投資が、日本の量子基礎研究を世界水準に維持

しています[5]。国産量子コンピュータの開発も進んでおり、基礎研究から技術実

証、オープンイノベーションを通じて国際競争力の強化を図っています[6]。特に光

量子技術や量子アニーリングは、世界市場で差別化できるニッチトップ戦略の核と

なり得ると考えられています[7]。これらの要素が、日本の量子技術開発における重

要な推進力となっています。

米中が支配的でない、または日本が差別化できる特許空白域としては、まず「量子

コンピュータ」区分と「量子通信・量子暗号」区分との間の技術的なギャップが挙

げられます[1]。このギャップは、両分野を繋ぐ基盤技術の開発において、新たな機

会を創出する可能性があります。また、「量子回路・コンパイル」領域は「量子コ

ンピュータ」区分に近い概念でありながら、他の「量子ビット・ゲート」区分の技

術領域とは距離があるため、この分野での独自技術の確立が空白域となり得ます

[1]。さらに、内閣府の分析によると、米国が手薄な量子暗号・通信分野や、中国が

弱いとされる重い電子、量子物性、量子マテリアルといった領域は、日本が差別化

を図る上で有望な空白域候補と考えられます[8]。日本は光量子技術や量子アニーリ

ングにおいて世界市場で優位性を持つ可能性があり、これらの技術を核とした

「ニッチトップ」戦略を追求することで、国際競争力を高めることができるでしょ

う[7]。これらの空白域やニッチ機会に焦点を当てた戦略的な研究開発投資が、日本

の量子技術の成長を加速させる鍵となります。

高市政権の知財戦略は、AIや量子技術を含む17の戦略分野において、世界的な先行

特許を調査し、米中が支配的でない特許の「空白域」を見極めて、日本企業による

集中的な投資を促す方針を掲げています[2]。量子技術はAIと並び、「国家の安全を

支える基盤」として位置づけられており、両技術を成長戦略の「車の両輪」として

推進する考えです[9]。これにより、これまで軍事転用可能な機微技術に限定されて

いた審査の対象が、AI、量子、半導体、極超音速技術といったデュアルユース（軍

民両用）技術へと拡大され、経済安全保障の観点から知財保護が強化される見込み

です[10]。また、先端分野への大胆な投資や、食料・エネルギー・防衛などの重要領

域における国内基盤強化、さらには「危機管理投資」と称する官民連携の推進が、

高市政権の成長戦略の柱となっています[11]。

https://www.jst.go.jp/crds/repor0.9
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合成生物学・バイオ分野における特許・技術競争は、米国と中国が巨額の投資を行

い、市場を牽引する形で激化しています。米国は、バイオ分野への研究開発投資を

増加させ、合成生物学ベンチャーへの民間投資が2021年には約2兆円に達しまし

た。米国防総省はバイオものづくりを重要技術の一つと位置付け、CRISPR-Cas9な
どのゲノム編集技術の特許を保持し、AIを活用したバイオDX研究を日本の約10倍の

規模で実施しています。また、経済安全保障の観点からBiosecure Actを成立させ、

外国バイオ企業への規制を強化しています。一方、中国はバイオ分野の研究開発に

1000億ドル（約11兆円）以上の戦略的投資を決定し、バイオ医薬品市場で驚異的な

成長を遂げ、革新的新薬の開発競争を加速させています。Wuxi社のようなスマート

セル設計・製造プラットフォーマーが世界中から受注を獲得し、ノウハウとデータ

を蓄積しており、2025年にはバイオものづくり産業が約24兆円規模に達すると予測

されています。さらに、合成生物学を輸出管理リストに追加するなど、技術覇権を

狙う動きが見られます。日本は、バイオ医薬品分野で米国や中国に大きく出遅れ、

ワクチン開発でも課題を抱えていますが、再生医療分野では技術的にリードしてお

り、グローバル特許出願の約10%を占めています。

日本は、古来からの発酵産業の蓄積と発展に加え、iPS細胞開発や水素細菌培養など

の基礎研究において優れた技術を多数保有しています。これらの強みは、近年の遺

伝子工学の発展と融合し、生物機能を高度に「変える」「使う」ことを可能にして

います。特に再生医療分野では技術的に世界をリードしており、グローバル特許出

願の約10%を占めるなど、その存在感を示しています。また、バイオものづくりに

おいては、微生物等設計プラットフォーム技術の高度化、微生物等の開発・改良、

製造技術の開発・実証を推進しており、スケールアップ生産実証、目的物質に応じ

た分離・精製技術、最終製品の性状に応じた加工技術など、日本が強みとする生産

技術の更なる高度化を図っています。さらに、廃衣料や食品残渣、都市ゴミ等の廃

棄物を原料とする前処理技術の開発や商業規模のプラントによる実証を支援し、資

源自立と国内バイオ産業基盤の確立を目指しています。ワクチン原薬および関連部

素材の製造能力確保も急務とされており、デュアルユース製造拠点の整備が進めら

れています。

高市政権の成長戦略において、「合成生物学・バイオ」は17の戦略分野の一つとし

て位置付けられ、日本の経済成長と安全保障の強化に不可欠な分野とされていま

す。特に、バイオものづくりは脱炭素社会の実現と産業競争力強化を両立させる

「二兎を追える」イノベーションとして重視されています。政府は、この分野への

積極的な投資を推進し、官民連携による産業振興を加速させる方針です。具体的に

は、高付加価値領域での事業創出を加速しつつ、政策的に合理性の高い汎用領域

（燃料や素材など）についても、市場創出を含めた産業化支援を並行して進めるこ

とが重要とされています。また、創薬ベンチャーエコシステムの強化や、ワクチン

生産体制強化のためのデュアルユース製造拠点整備など、健康医療安全保障の観点

からの投資も行われています。知的財産戦略としては、米中が支配的でない特許空

白域や日本が差別化できるニッチ機会を見定め、そこに集中的な資源を投入するこ

とで、日本の競争力を高めることを目指しています。

https://www.meti.go.jp/shingika0.9
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宇宙科学技術分野の知的財産権競争において、中国は2017年を境に米国を追い抜

き、特許出願数で圧倒的な存在感を示している。年間約4,000件の出願に対し、日本

は約600件程度と大きな差がある。世界のロケット打ち上げ数においても、米国が年

間約180回、中国が約93回と、両国で大半を占める状況である。日本の特許庁への

宇宙分野の特許出願も海外勢が過半を占めており、日本は国際的な特許競争におい

て厳しい状況に直面している。中国は2010年頃には特許出願総数で米国や日本を凌

駕しており、この傾向は宇宙分野でも顕著である。この現状は、日本の宇宙産業が

国際競争力を維持・強化する上で、知財戦略の抜本的な見直しが急務であることを

示唆している。

日本の航空宇宙産業は、21世紀の世界市場において特徴ある差別化技術を磨き、次

世代への飛躍を目指す使命を担っている。特に、三菱重工のような企業は、長年の

技術蓄積と高い品質基準を背景に、特定のニッチ分野で国際的な競争力を有してい

る。また、安全保障に関わる情報収集機能の強化、気象観測による防災・減災、自

動運転技術への応用など、宇宙技術が社会課題解決に貢献する可能性は大きく、日

本が強みを発揮できる領域である。しかし、現状では官需依存体質が残り、市場規

模のシェアが小さいという課題も抱えており、国際競争力を高めるためには産業構

造の変革が求められている。

航空・宇宙分野における特許空白域やニッチ機会の特定は、高市政権の知財戦略の

重要な柱である。米国や中国が多くの特許シェアを持つ中で、日本が差別化を図れ

る領域を見出すことが求められている。具体的な空白域としては、例えば、特定の

素材技術、小型衛星の応用技術、宇宙デブリ除去技術、宇宙資源探査技術、あるい

は空飛ぶクルマに関連する安全性・運行管理システムなどが考えられる。これらの

領域は、既存の強みを持つ日本の技術や研究機関が集中投資することで、国際的な

競争優位性を確立できる可能性がある。政府は、これらの空白域を特定し、企業や

研究機関の集中的な資源投入を促すことで、日本の航空宇宙産業の新たな成長機会

を創出することを目指している。

高市政権は「航空・宇宙」を17の戦略分野の一つと位置づけ、国家戦略として中長

期的な取り組みを推進している。これは、航空宇宙分野が経済安全保障上の重要分

野であるとの認識に基づく。知財戦略としては、米国や中国が支配的でない特許の

空白領域を見極め、そこに企業の資源を集中投下することで、日本の知的財産を底

上げし、経済成長と国際競争力の強化を図る方針である。また、クリエイティブ産

業や知的財産を活用したビジネス強化も重視されており、航空宇宙分野における新

たなビジネスモデル創出も視野に入れている。

https://www.nikkei.com/article/ 0.8
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デジタル・サイバーセキュリティ分野における特許競争は、米国と中国が主導して

おり、特に中国企業の台頭が顕著です。2023年時点の世界のサイバーセキュリティ

特許保有件数では、上位10社のうち6社をファーウェイなどの中国企業が占めていま

す[1]。米国および中国では「情報通信技術」分野のパテントファミリー数が増加傾

向にある一方、日本では同分野の成長が停滞している状況が見られます[2]。これ

は、米中がこの分野で技術開発と特許取得を積極的に進めているのに対し、日本は

相対的に遅れをとっていることを示唆しています。

日本は情報サービス業およびインターネット附随サービス業において増加傾向を示

しており、ICT産業全体の国内総生産（GDP）に貢献しています。また、ICT財の輸

出入においては、「その他の電子部品」や「集積回路」といった部品・部材分野で

黒字額を計上しており、基盤技術における強みを有しています。企業の研究開発費

においても、情報通信産業は年間3兆7,902億円を投資しており、一定の研究開発活

動が継続されています。これらの要素は、日本のデジタル・サイバーセキュリティ

分野における技術的基盤と成長の可能性を示唆しています。

デジタル・サイバーセキュリティ分野において、日本が差別化を図れる空白域や

ニッチ機会は複数存在します。米国の情報化投資が堅調に増加する一方で、日本の

情報化投資は緩やかな増加に留まっている現状[2]は、特定の技術領域への戦略的な

投資余地を示唆します。特に、日本が強みを持つ電子部品や集積回路といった基盤

技術を活かし、政府DX基盤や自動運転といった社会実装が求められる分野におけ

る、よりセキュアで信頼性の高いシステム構築に貢献できる可能性があります。ま

た、米中が支配的でない、あるいは競争が激化していない特定のサイバーセキュリ

ティ技術（例：量子暗号、ポスト量子暗号、サプライチェーンセキュリティの特定

の側面）に焦点を当て、独自の技術開発と標準化を推進することで、国際市場での

存在感を高めることができるでしょう。

高市政権の知財戦略および成長戦略は、経済安全保障を中核に据え、重要技術の保

護と海外への知的財産流出防止を重視しています[4]。特に、AIや半導体を含む17の
戦略分野において、米中が支配的でない特許の「空白域」を見極め、企業への集中

的な投資を促す方針が示されています[3][5]。これは、デジタル・サイバーセキュリ

ティ分野においても、日本が強みを持つ特定の技術領域やニッチ市場に焦点を当

て、官民連携による研究開発と産業育成を加速させることを意味します。政府DX基
盤や自動運転など、日本の社会課題解決に資する分野での独自技術の確立が期待さ

れます。

https://www.nikkei.com/article/ 0.8
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日本経済新聞の報道によると、AIや再生医療などの分野で特許を巡るグローバルな

競争が過熱しており、特に米中が火花を散らしている状況が示唆されています。中

国は特許出願数が急増しており、日米を脅かす存在となっています。総務省の令和7
年版情報通信白書によれば、日本への特許出願数は2022年で29.0万件と、中国、米

国に次ぐ規模であるものの、2000年代半ばから減少傾向にあり、米中との差が広

がっていると報告されています。RIETIの分析では、企業レベルの特許テキストデー

タやウェブサイトのコンテンツから抽出した製品関連キーワード情報を活用し、米

中ハイテク摩擦と日本の対応について考察しています。中国における知的財産権侵

害の問題は長らく世界の課題となっており、IT化の進展するグローバル時代におい

て重大な問題とされています。コンテンツ産業においても、AIやXRといった先端技

術の活用が進む中で、これらの技術領域における特許競争は激化していると考えら

れます。特に、AI関連発明の特許出願件数は、サービス業一般、管理・経営、EC・

マーケティング分野に加えて教育分野でも急激な増加が見られ、コンテンツ産業に

おけるAI活用も同様の傾向にあると推測されます。

日本のコンテンツ産業は、マンガ・アニメ・ゲームといった2次元コンテンツにおい

て国際競争力が強いとされています（経済産業省の資料）。KADOKAWAの事例で

は、圧倒的な海外拠点数を持ち、リアルとデジタルでIPを世界中に届け、グローバ

ル・メディアミックスを加速させることでコンテンツ産業のハブとなることを目指

しています。CJPFのレポートでは、日本のクリエイターの卓越した技術と独自の感

性が世界中のファンを魅了し続けており、日本のIPを活用したビジネス事例が増加

していると指摘されています。PwC Strategy&の分析では、米国がビッグITや金融で

世界を制覇したのに対し、日本はコンテンツの力でアライアンスを組み、ソフトパ

ワーにおいて優位性を擁していると述べています。また、日本独自の手法である

「メディアミックス」がコンテンツ産業の未来を拓く可能性を秘めているとされて

います。学術論文では、日本のゲーム会社が日米の中間的形態として競争しつつ協

力していることや、古くから日本が製造業において強みを持つ一方で、アニメなど

のコンテンツ産業も競争力を有していることが示唆されています。文化産業におけ

るデジタルコンテンツの知財戦略に関する研究では、知識社会において知財制度が

適合できない部分があることが指摘されており、日本の強みを活かすための新たな

知財戦略の重要性が示唆されています。

高市政権は、AIや半導体、量子など戦略17分野を定め、世界的な先行特許を調査

し、中国や米国が多くのシェアを持つ特許の空白領域を見定めて、企業の集中的な

投資を促す方針を示しています（日本経済新聞）。コンテンツ産業においても、AI
やXR（メタバース、AR、VR等）といった先端技術の急速な進展は、新たな特許空

白域やニッチ機会を生み出す可能性があります（経済産業省の調査）。特に、AIと
XRを組み合わせたコンテンツ制作、配信、体験に関する技術は、まだ発展途上であ

り、日本が差別化を図れる領域となり得ます。例えば、AIによるキャラクター生

成、物語自動生成、XR空間でのインタラクティブなコンテンツ体験、AIを活用した

パーソナライズされたコンテンツ提供などが考えられます。特許庁のビジネス関連

発明の出願状況調査では、AI関連発明の出願が急増していることが示されており、

コンテンツ産業におけるAI活用も同様の傾向にあると推測されます。Patsnapなどの

特許分析ツールは、AIを活用して特許の空白域を特定する手法を提供しており、日

本企業がこれらのツールを活用して戦略的にニッチ市場を開拓する余地がありま

す。高市政権の「AI Contents on IDX」のような取り組みは、コンテンツ産業におけ

るAI活用を推進し、新たな空白域の創出を支援するものです。

高市政権は、経済安全保障を成長戦略の中核に据え、知的財産の海外流出防止と重

要技術の保護を重要な柱としています（Yorozu IPSC）。特に、AIや半導体、量子な

ど17の戦略分野に注力し、「危機管理・成長投資」を掲げており、知財・無形資産

との結びつきが投資対効果を左右すると見ています（日本経済新聞）。コンテンツ

産業は、高市政権の経済戦略における17の戦略分野の一つとして位置づけられてお

り、政府はコンテンツ産業の基盤を自らリデザインしようとする姿勢を示していま

す（note.com）。高市政権の知財戦略は、特許出願非公開制度の厳格運用や、国家

の基幹技術やサプライチェーン再構築、スタートアップ支援、外国投資審査制度の

強化などを通じて、日本の技術主権を強化し、経済安全保障を確保することを目指

しています。コンテンツ分野におけるAI・XR活用は、この戦略の重要な一部であ

り、日本が国際競争力を維持・向上させるための鍵となります。政府は、コンテン

ツ産業向け「AI Contents on IDX」のような官民連携投資を推進し、AI開発に大規模

な投資を行うことで、日本のコンテンツ産業が新たな技術領域で優位性を確立し、

国際市場での競争力を高めることを期待しています。

https://vdata.nikkei.com/newsg0.8
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フードテックを含むアグリフードヘルス分野の特許出願は全体的に増加傾向にあり

ますが、2022年、2023年はコロナ禍の影響で減少が見られます。長期的に見ると

「健康」分野および「農業」「食品」「健康」の融合領域の特許成長率が高い傾向

にあります。フードデリバリー分野では、米国市場においてDoorDashが市場シェア

をリードする一方で、特許保有数ではUberが圧倒的な優位性を示しています。ま

た、Mapboxのような地図情報技術企業も多数の特許を出願しています。食品ロジス

ティクス分野では、Amazonが多数の特許を保有していますが、Ocadoも近年特許出

願数を増やし、Amazonとは異なるオープンな技術提供戦略を展開しています。フー

ドトラッキング・トレーサビリティ分野では、アグリフードヘルス分野全体と比較

して中国の特許出願数が顕著に少なく、この領域における競争が比較的緩やかであ

る可能性が示唆されています。

日本はフードテック分野において、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究

機構（農研機構）がフードプリンター用カートリッジに関する特許

（JP7136512B2）を取得するなど、基礎的な研究開発で強みを有しています。ま

た、食品に関する高い技術力と、Cookpadのような既存のデジタルレシピプラット

フォームが存在します。これらのプラットフォームがハードウェア連携を強化する

ことで、新たなビジネス機会を創出する可能性を秘めています。さらに、食品衛生

法やトレーサビリティ確保のためのガイドラインが整備されており、食の安全性に

対する意識の高さも日本の強みと言えます。

フードテック分野における特許空白域およびニッチ機会として、まず中国市場にお

けるフードトラッキングやフードトレーサビリティ分野が挙げられます。この分野

では中国の特許出願数が少なく、「ブルーオーシャン」である可能性が高いとされ

ています。次に、デジタルレシピとクッキングアプリの領域において、日本の既存

プラットフォームがハードウェア連携を強化することで、新たな付加価値とビジネ

スチャンスを創出できる可能性があります。また、フードプリンター分野では、日

本の高い製造技術を活かした製造装置メーカーの参入や、プリンター技術の応用に

よる新たな展開が期待されます。スマートキッチン分野では、個々の家電のデジタ

ル化は進んでいるものの、デバイス間の連携がまだ不十分であり、この連携強化が

次世代スマートキッチン市場における差別化要因となる可能性があります。

高市政権の知財戦略・成長戦略において、フードテック分野は国家安全保障の観点

から重要視されるべきです。米国が「アグリとフード」を「半導体」と同レベルの

戦略分野と位置付けていることを踏まえ、日本もこの分野への注力を強化する必要

があります。具体的には、農研機構などの研究開発成果を基盤としたディープテッ

ク型フードテックスタートアップの育成が求められます。また、アカデミアが専門

家と非専門家が交流する「共創の場」を提供し、イノベーションを促進することが

重要です。地理的、文化的、人種的な制約を克服し、伝統と革新のバランスを取り

ながら、IoT、AI、ブロックチェーンなどの最新技術を導入することで、アグリフー

ドヘルス産業を牽引するオープンなイノベーション活動を推進し、特許制度を効果

的に活用していくべきです。

https://www.japio.or.jp/00yearb0.8
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ペロブスカイト太陽電池の特許出願では、中国が日本を上回り首位に立っており、

特に2025年末までに有効な特許出願数の累積で中国が日本を逆転しました[1]。日本

特許庁の資料によると、パテントファミリー（PF）件数では中国が約56%を占め、

日本は約17%で続きます。中国の出願は2015年頃から急増傾向にあります。一方、

国際パテントファミリー（IPF）件数では日本が約30%で1位ですが、中国は2021年
から2022年にかけて急増し1位となっています[2]。出願件数、登録件数ともに中国

が最も多く、自国内での出願・登録が圧倒的に多いのが特徴です。米国は他国から

の出願・登録が比較的多い傾向にあります[2]。水素関連の特許競争力でも中国が日

本を上回り首位となり、特に電解槽など製造分野で技術力を高めています[3]。グ

リーンスチール分野でも中国が優位に立っており、2030年までにグリーン一次鉄鋼

メーカー間の競争でトップになる可能性が指摘されています[4]。

ペロブスカイト太陽電池は日本発の技術であり、リコー、積水化学、パナソニッ

ク、東芝、富士フイルム、住友化学、カネカ、シャープ、ソニーなどの企業が国際

パテントファミリー（IPF）件数ランキングで上位に名を連ねています[2]。主要材料

であるヨウ素は、日本がチリに次ぐ世界第2位の生産国であり、世界の29%のシェア

を持ち、推定埋蔵量でも高いシェアを誇ります[5]。また、ペロブスカイト太陽電池

の「軽量で柔軟」という特性は、ビルの壁面や窓、耐荷重の低い屋根など、従来の

太陽電池では設置が困難だった場所への導入を可能にします[6]。特許庁の技術区分

別動向では、日本国籍の出願はほとんどの技術区分で1位であり、特定の技術領域で

日本の強みが際立っています[2]。洋上風力においては、日本の造船技術や鋼構造物

の製造・加工技術、モジュールの製造・組立及び効率化のノウハウに強みがありま

す[7]。高温ガス炉は、高温熱を活かした準国産のカーボンフリー水素や熱の供給に

より、製鉄や化学などの素材産業の脱炭素化に貢献が期待されています[8]。

ペロブスカイト太陽電池分野では、国際パテントファミリー（IPF）件数で日本が1
位であり、中国が自国内での出願に注力しているのに対し、日本は国際展開におい

て優位性を持つ可能性があります[2]。この強みを活かし、軽量で柔軟な特性を持つ

ペロブスカイト太陽電池を、従来の太陽電池では設置が困難だった場所（ビルの壁

面、窓、耐荷重の低い屋根、ウェアラブルデバイスなど）へ応用するニッチ市場

は、日本が差別化できる空白域となるでしょう[6]。また、特許庁資料の技術区分別

動向で日本国籍の出願がほとんどの技術区分で1位であることから、これらの特定の

技術領域をさらに強化することで、米中が支配的でない空白域を創出できる可能性

があります[2]。水素分野では、製造コストの高さやインフラの未整備が課題です

が、これらを解決する技術開発や、地域特性を活かした地熱発電や洋上風力発電と

の連携によるグリーン水素製造は、日本が主導権を握れるニッチ機会となり得ます

[7][8][10]。グリーン鉄やグリーンケミカルにおいても、日本の素材産業や製造業の

技術力を活かし、特定のプロセスや製品に特化することで、米中が支配的でない市

場を確立できる可能性があります。

高市政権の知財戦略・成長戦略は、資源・エネルギー安全保障・GX分野を17の戦略

分野の一つとして重視し、危機管理投資と成長投資を掲げています[9]。ペロブスカ

イト太陽電池に関しては、量産技術の確立、需要の創出、生産体制整備を三位一体

で推進し、グリーンイノベーション基金による研究開発・実証支援、サプライ

チェーン構築支援、FIT・FIP制度や予算措置による初期需要創出、国際標準化を進

める方針です[2]。これは、中国が特許出願数で先行する中で、日本の強みであるIPF
件数や特定の技術区分での優位性を活かし、国際競争力を維持・強化しようとする

ものです。洋上風力や革新炉、水素、グリーンケミカルといった分野でも、日本の

技術的強みを活かした戦略的な投資と国際連携が、経済安全保障と成長の両立に不

可欠であると考えられます。特に、国内での水素製造コストの高さやインフラ整備

の遅れといった課題への対応は、政策的な支援が不可欠です[10]。

https://www.nikkei.com/article/ 0.85

防災・国土強靭化

（防災技術、自動・

遠隔施工、インフラ

老朽化対策、災害リ

スク評価）

防災・国土強靭化

（防災技術、自動・

遠隔施工、インフラ

老朽化対策、災害リ

スク評価）

「防災DX」分野における特許出願数は、中国が圧倒的に多く、米国、日本、韓国が

続く。特に中国の出願件数は急激に増加しており、2020年には2012年の7倍に達

し、総合特許力（TPA）でも火災関連および風水害関連の防災DX分野で他国を大き

くリードしている。日本は自然災害が多いにもかかわらず、防災DX関連の特許出願

数は米国や韓国と同水準に留まっている。インフラ老朽化対策の技術に関する特許

出願は、日本では減少傾向にある一方、中国や韓国では急増しており、この分野で

も国際競争力の差が顕著になっている。

日本は地震、台風、津波などの自然災害が多発する地理的特性から、古くから防

災・減災技術の開発に注力しており、建築物の耐震・免震技術、災害予測・警報伝

達のための通信技術やセンサーデバイスの活用、リアルタイムでの被害状況監視技

術などに強みを持つ。また、国土交通省が推進する「i-Construction 2.0」に見られ

るように、建設業界の労働力不足や高齢化に対応するため、自動・遠隔施工技術の

開発と導入が進められている。これらの技術は、老朽化するインフラの更新や災害

対応拠点へのエネルギー自立型設備の導入など、国土強靭化の取り組みを支える基

盤となっている。

防災DX分野では、中国が火災および風水害関連の特許で圧倒的な優位性を持つ一

方、日本はこれらの分野で出願数が伸び悩んでいる。これは、日本が独自の技術開

発や差別化を図る上での空白域・ニッチ機会を示唆している。特に、地震関連の防

災DX技術は、火災や風水害と比較して特許出願の伸びが緩やかであり、地震大国で

ある日本にとって、この領域での技術革新と特許取得は大きな機会となる可能性が

ある。また、自動・遠隔施工やインフラ老朽化対策においても、日本の建設現場の

特殊性やニーズに合わせた、より高度な自動化・遠隔化技術、AIを活用した予測・

診断技術、そしてこれらを統合したシステムとしての特許空白域が存在すると考え

られる。高市政権の知財戦略と連携し、これらの領域に集中的に投資することで、

日本独自の強みを活かした技術開発と国際競争力の強化が期待される。

高市政権は「日本成長戦略本部」を設置し、「防災・国土強靭化」を重点投資対象

17分野の一つと位置付けている。これは、国民の生命・財産を守り、経済活動の安

定化とレジリエンス向上を目指す「危機管理投資」の一環である。知財戦略として

は、米中が支配的な特許領域を避け、日本が強みを持つ、または差別化できる空白

域・ニッチ機会に集中的な投資を促す方針が示唆されている。特許出願非公開制度

の厳格運用やセキュリティ・クリアランス制度の本格稼働を通じて、「戦略的不可

欠性」を狙う知財ポートフォリオの構築が図られる。

https://article.ejinzai.jp/column/0.9

創薬・先端医療

（ファーストインク

ラス、ベストインク

ラス、感染症対応、

医療AI・ロボティク

ス）

創薬・先端医療

（ファーストインク

ラス、ベストインク

ラス、感染症対応、

医療AI・ロボティク

ス）

創薬・先端医療分野における特許・技術競争において、日本は米国や中国に比べて

いくつかの課題を抱えています。JPMAのレポートによると、日本の創薬におけるサ

イエンス活用は欧米に比べて遅れており、創薬に利用される科学論文の約9割を外国

論文に依存しています。また、物質特許1件あたりのサイエンス活用件数も欧米に劣

後し、近年その差は拡大傾向にあります。一方、中国、韓国、台湾はサイエンス活

用による発明の高度化を進めています。武田薬品の資料では、日本の創薬力低下と

生産の海外依存が進み、非臨床試験パイプライン数や公的資金投入額で中国・韓国

が国家戦略として創薬・生産を重点化している現状が示されており、日本は海外輸

入比率が76%に達するなど、医薬品の海外依存度が高い状況です。

日本は、iPS細胞などの優れた研究開発成果を基盤とした再生・細胞医療・遺伝子治

療製品分野において、今後の産業化が期待されています。経済産業省の資料による

と、CDMO（受託開発製造）の国内受託製造拠点の整備や製造人材育成への支援を

通じて、日本の製造技術を活かし、輸出産業とすることを目指しており、2033年度

までにグローバルシェア20%獲得を目標としています。また、デュアルユース補助

金により、平時はバイオ医薬品を製造し、感染症有事にはワクチン製造へ切り替え

可能な体制を2028年度までに構築し、mRNAワクチン約2億人分/年の生産能力を確

保する計画があります。武田薬品の資料では、医薬品産業は国内生産額に占める粗

付加価値が高く、投資意義が大きい領域であると指摘されています。

米中が支配的でない、または日本が差別化できる空白域・ニッチ機会として、以下

の点が挙げられます。まず、再生・細胞医療・遺伝子治療製品のCDMO（受託開発

製造）市場です。経済産業省の資料によると、日系CDMOは拠点拡大に取り組んで

いますが、現時点では海外が中心であり、国内での強化とグローバルシェア獲得

（2033年度までに20%目標）は大きな空白域となり得ます。次に、デュアルユース

設備を有するバイオ医薬品製造拠点です。平時は企業のニーズに応じたバイオ医薬

品を製造し、感染症有事にはワクチン製造へ切り替えることができる体制は、特定

のニーズに対応できるニッチな機会を提供します。さらに、内閣府の資料では、難

病・希少疾病に対する医薬品等は採算性の観点から研究開発が困難であるものの、

社会的意義が高く、日本主導の国際共同治験を支援することで、海外の患者も潜在

的な対象として捉え、革新的治療の実用化を加速する取り組みが空白域となり得る

と指摘されています。これらの分野は、日本の技術力や政策支援を活かして差別化

を図れる可能性があります。

高市政権の知財戦略・成長戦略は、「創薬力強化に向けた総合経済対策」として、

創薬・先端医療分野の課題解決と競争力強化を目指しています。内閣府の資料によ

ると、主な施策として、創薬基盤の整備（スタートアップ支援、創薬基盤・インフ

ラ強化）、ドラッグロス・感染症危機への対応（感染症有事に備えた治療薬・診断

薬の世界トップレベル拠点の形成、難病・希少疾病治療グローバル研究開発支

援）、日本発データの活用促進（革新的医薬品等実用化支援基金事業、がん・難病

の全ゲノム解析等）、国内製造体制の強化（再生・細胞医療・遺伝子治療製造設備

投資支援事業、バイオ後続品の国内製造施設整備支援）が挙げられています。これ

らの政策は、日本の創薬エコシステムを強化し、国際競争力を高めることを目的と

しています。

https://www.jpma.or.jp/opir/new0.9

フュージョンエネル

ギー（核融合、プラ

ズマ対向機器、加熱

装置、発電実証）

フュージョンエネル

ギー（核融合、プラ

ズマ対向機器、加熱

装置、発電実証）

フュージョンエネルギー分野における特許競争では、中国が特許出願数で世界最多

を誇り、核融合科学・工学の博士号取得者数も米国の10倍に達するなど、その勢い

は顕著です。一方、米国は特許の影響力において依然としてリードしていますが、

中国の急速な追い上げに焦燥感を募らせています。米国は2020年に核融合戦略を策

定したものの、予算確保の遅れが指摘されており、その間に中国は米国の計画とほ

ぼ同等の技術を構築しています。日本も欧州と共に特許出願動向を分析の対象と

なっており、グローバルな競争が激化しています。

日本はフュージョンエネルギー分野において、大学・研究機関が保有するフュー

ジョン装置の数で世界をリードしています。特に、ヘリカル型核融合炉の研究開発

は70年以上の歴史を持ち、商用発電に適した特性が評価されています。大阪大学

レーザー科学研究所（ILE）が「高速点火方式」などの独自技術で世界を牽引し、高

度な製造技術と研究基盤が日本の強みです。京都フュージョニアリングなどのス

タートアップ企業も活発な資金調達を行い、ITER計画にも中心的な役割で貢献して

います。これらの要素が、日本のフュージョンエネルギー開発を支える基盤となっ

ています。

フュージョンエネルギー分野において、中国が特許数で優位に立つ一方で、米国は

特許の影響力でリードしています。日本は先進的な核融合ノウハウを保有してお

り、米中が支配的でない、または日本が差別化できる空白域・ニッチ機会が存在す

ると考えられます。例えば、p-B11（水素-ホウ素）燃料は、D-TやD-³He燃料よりも

はるかに高温のプラズマが必要ですが、反応生成物がクリーンであるため、環境負

荷の低い核融合技術として差別化要因となる可能性があります。また、レーザー制

御技術を応用した加工方法で特許を取得し、NEDO STSに採択され開発が進められ

ている事例もあり、日本の精密な製造技術や要素技術がニッチな市場で強みを発揮

する可能性があります。これらの技術は、日本が国際競争力を高める上で重要な空

白域となり得ます。

高市政権は、フュージョンエネルギーをAIや半導体、量子などと並ぶ戦略17分野の

一つとして位置づけ、「危機管理・成長投資」の対象としています。高市大臣は、

フュージョンエネルギーの実現がエネルギー覇権を資源国から技術保有国へと移行

させるイノベーションであると認識しており、官民連携による開発を推進していま

す。日本政府は2023年に策定した核融合発電の国家戦略を改定し、「2030年代の発

電実証」を目標に掲げています。また、経済安全保障推進法に基づく特許出願非公

開制度など、知財戦略との連携も重視されており、フュージョンエネルギー開発は

日本の安全保障と経済成長に不可欠な要素とされています。

https://www.nikkei.com/prime/t 0.9

マテリアル（永久磁

石、重要鉱物、革新

的金属部素材、低炭

素素材、リサイク

ル・製錬）

マテリアル（永久磁

石、重要鉱物、革新

的金属部素材、低炭

素素材、リサイク

ル・製錬）

マテリアル分野における米国・中国・日本の特許・技術競争は、中国の台頭とサプ

ライチェーンの特定国依存が顕著な特徴として挙げられます。経済産業省の資料に

よると、レアアースをはじめとする重要鉱物や永久磁石等の高品質な金属部素材は

日本の産業活動に不可欠であるものの、そのサプライチェーンの多くを特定国（主

に中国）に依存しており、輸出管理措置等により供給が不安定化するリスクを抱え

ています[1]。特に重希土類の輸入は中国への依存度が100%に達しています[1]。中

国は2023年8月以降、ガリウムやゲルマニウム、黒鉛、アンチモン、タングステ

ン、テルル、ビスマス、モリブデン、インジウム、重レアアース7種など、重要鉱物

に対する輸出管理を強化しており、2025年10月にはレアアース関連製品の再輸出規

制や生産設備・材料・技術の輸出規制といった新たな措置を発表しました[1]。\n\n
特許出願の動向を見ると、マテリアルズ・インフォマティクス分野では、2010年か

ら2017年の期間において中国が全体の67.3%を占め、韓国（11.2%）、日本がそれ

に続く状況でした[11]。また、日経新聞の報道によれば、政府が調査する戦略17分
野の先行特許において、中国や米国が多くのシェアを持つ中で、日本は特許の空白

領域を見定めて集中的な資源投入を促す方針です[12]。これは、特定の分野で中国や

米国が特許競争をリードしている現状を示唆しています。米国は国内レアアース開

発・磁石製造企業への金融支援や防衛向け備蓄、官民出資基金の設置など、重要鉱

物の安定供給確保に向けた取り組みを強化しています[1]。欧州も同様に、重要鉱物

サプライチェーン強靱化のための政策文書を公表し、金融手段や備蓄制度を持つ

「欧州重要原材料センター」の設立を進めています[1]。日本も供給源多角化のため

の鉱山開発や製錬への出資・助成金支援、国家備蓄の強化といった取り組みを行っ

ており、日米連携による重要鉱物サプライチェーンの強靱化も進められています

[1]。このように、マテリアル分野における特許・技術競争は、サプライチェーンの

安定性確保と経済安全保障の観点から、各国が自国の優位性を確立しようと激化し

ている状況です。

日本のマテリアル産業は、高機能部素材を中心に国際的なシェアが高く、高い競争

力を保持しています[1]。特に、最終製品に不可欠な高機能部素材をグローバルに展

開することで、日本の産業の不可欠性の確保・維持に貢献しています[1]。永久磁石

の製造技術においては、日本勢が優位性を保持する極めて重要な領域であり、EV駆
動モーターや風力発電、産業機械など幅広い産業に活用されています[1]。\n\nま
た、革新的金属部素材の分野では、半導体、データセンター、エネルギー、防衛、

航空、宇宙用など、多岐にわたる用途で日本の技術力が活かされています[1]。低炭

素金属部素材においても、アルミニウムやレアメタルを中心に、素材製造プロセス

の脱炭素化やリサイクルシステム構築に向けた技術開発が進められています[1]。経

済産業省の資料では、日本の製造業の競争力低下や人口減少により、金属製品の世

界シェアは減少傾向にあるものの、特定国以外では日本しか主要生産国がない金属

マテリアルも存在し、その技術開発・生産能力増強は世界から求められており、日

本の「不可欠性」を強化することにつながると指摘されています[1]。\n\nさらに、AI
を活用した高機能部素材の開発・社会実装も日本の強みの一つです。AIや機械学習

を活用し、新材料組成や製造方法の候補を予測することで、材料開発の時間・コス

トを削減する取り組みが進められています[1]。特に、ハイスループット自動実験や

データ駆動型の学習（MI）により、実験ループを大幅に短縮し、世界最高収率を達

成するなどの成果も出ています[1]。企業間での機密データを共有することなく共同

解析を可能にする秘匿計算プラットフォームを活用し、高機能な複合新素材を共同

開発する事例もあり、単独企業では難しい開発を加速させています[1]。

マテリアル分野における米中が支配的でない、または日本が差別化できる空白域・

ニッチ機会としては、主に以下の点が挙げられます。第一に、**重要鉱物および永

久磁石の高度なリサイクル技術とサプライチェーンの強靭化**です。経済産業省の

資料では、レアアースや永久磁石のリサイクルにおいて、分離精製能力の確保、コ

スト低減、技術的ハードルの高さが課題として指摘されています[1]。中国が重希土

類の供給を支配し、輸出管理を強化する中で、日本がこれらの課題を解決する革新

的なリサイクル技術（例：低コストで高効率な分離精製技術、使用済み磁石の回収

率向上技術）を確立できれば、特定国への依存度を低減し、国際的な優位性を確立

できる可能性があります。\n\n第二に、**次世代の低炭素素材およびその製造プロセ

スの開発**です。欧州では素材製造プロセスの脱炭素化要請が高まっており、日本

も水素還元製鉄や新幹線水平リサイクルアルミなどの取り組みを進めています[1]。
既存の素材生産で米中が大規模なシェアを持つ中、日本が環境負荷の低い革新的な

製造技術や、従来の素材を代替する高性能な低炭素素材の開発をリードすること

で、新たな市場を創出し、差別化を図ることが可能です。\n\n第三に、**AIを活用し

たニッチな高機能マテリアルの迅速な開発と社会実装**です。日本はAI for Materials
の活用により、新材料開発の時間とコストを大幅に削減する技術を有しています

[1]。米中が汎用的なマテリアル分野で大規模な特許競争を展開する一方で、日本は

AIとデータ駆動型学習（MI）をさらに深化させ、特定の産業（例：航空宇宙、医

療、先端電子部品など）で求められる極めて高い性能を持つニッチな高機能マテリ

アルをターゲットとすることで、技術的優位性を確立し、高付加価値市場での空白

域を埋めることができます。これは、単独企業では開発が難しい複合新素材の共同

開発を可能にする秘匿計算プラットフォームの活用など、日本の強みである「すり

合わせ技術」とAIを融合させることで、さらに加速されるでしょう[1]。

高市政権の知財戦略・成長戦略は、マテリアル分野において、経済安全保障の観点

からサプライチェーンの強靭化と技術主権の確立を強く志向しています[1][12][13]。
具体的には、レアアースや永久磁石などの重要鉱物・部素材の特定国への依存度を

低減するため、供給源の多角化、国内生産能力の強化、そしてリサイクルの加速化

が政策の柱となります[1]。\n\n知財戦略の面では、政府はAIや量子などの戦略17分
野における先行特許を調査し、米中が支配的でない「特許の空白領域」に日本企業

が集中的に資源を投入することを促しています[12]。これは、日本が強みを持つ高機

能部素材や革新的金属部素材、低炭素素材、リサイクル・製錬技術において、国際

競争力を強化し、新たなニッチ市場を開拓する機会を示唆しています[1]。また、経

済安全保障推進法に基づく安全保障上機微な発明の特許非公開制度の導入や、外国

投資審査の厳格化により、重要技術の海外流出防止が図られます[13]。企業は、これ

らの政策動向を踏まえ、自社の知財ポートフォリオ戦略を再構築し、政府の重点投

資分野に合致した技術開発と特許出願を戦略的に進めることが求められます[13]。国

際競争の激化・世界シェア減少・技術開発・生産能力増強の必要性。

https://www.meti.go.jp/shingika0.9
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港湾ロジスティクスに関連する海運輸送分野の特許活動は、陸上輸送や航空輸送と

比較して少ないものの、持続可能な推進技術と通信・セキュリティ技術が主要な研

究領域となっています。2000年から2023年の間に、海運輸送分野では約47,000件の

特許ファミリーが公開されています。特許出願件数全体ではアジアが強い優位性を

示しており、特に中国は2018年以降、未来の輸送技術における特許活動の主要な牽

引役であり、14.3%の成長率を記録しています。一方、日本と米国は2018年から

2023年の間に特許ファミリーの成長率がマイナスとなっています。韓国は未来の海

運輸送技術開発において世界のリーダーの一つです。港湾荷役機械においては、特

定の国（中国）のメーカーが圧倒的な世界シェアを持ち、日本は約1割程度とされて

います。サイバーポートや次世代倉庫といったスマート物流関連の特許出願は増加

傾向にあり、特に日本企業は倉庫管理システムとロボット連携、荷物の3D形状認

識、無人搬送などの省人化・無人化技術に特許シェアが高いとされています。

日本は、未来の輸送技術全体において陸上輸送技術に研究活動が集中しています。

海運輸送分野に限定すると、持続可能な推進技術と通信・セキュリティ技術が主要

な研究領域です。特に、港湾荷役機械の自動運転監視装置や人工知能を活用したコ

ンテナターミナルシステムなど、港湾荷役設備に関する発明において特許取得の実

績があります。また、スマート物流の分野では、倉庫管理システムと倉庫ロボット

との連携、荷物の3D形状認識、無人搬送といった省人化・無人化技術において日本

企業が高い特許シェアを保持しています。港湾空港技術研究所は、人工知能を活用

したコンテナターミナルシステムや荷役機械に関する特許を保有しており、日本の

研究機関がこの分野で貢献していることを示しています。サイバーポートの導入に

より、港湾物流手続きの電子化・共通化を進め、業務効率化と生産性向上を目指し

ており、これは日本の産業基盤における強みと言えます。

海運輸送分野は、陸上輸送や航空輸送と比較して特許活動が少なく、伝統的な産業

構造を持つため、主要プレイヤーによる支配が強い傾向にありますが、近年わずか

ながら断片化の兆しが見られます。これは、持続可能性とデジタル化といったメガ

トレンドに関連するイノベーションへの対応が遅れている可能性を示唆しており、

日本が差別化を図る機会となり得ます。特に、海運輸送における自動化および循環

性技術は、特許ファミリー数は少ないものの、近年関心が高まっている分野であ

り、ニッチな機会が存在する可能性があります。また、港湾荷役機械の分野では、

特定の国（中国）が圧倒的なシェアを持つ中で、日本は省人化・無人化技術、特に

倉庫管理システムとロボット連携、荷物の3D形状認識、無人搬送技術に強みを持っ

ています。これらの技術を港湾ロジスティクス全体に展開し、より高度な自動化・

最適化ソリューションを提供することで、米中が支配的でない空白域を創出できる

可能性があります。例えば、AIを活用した港湾荷役の最適化や、環境負荷の低い次

世代型港湾荷役機械の開発などが挙げられます。

高市政権の成長戦略や知財戦略において、港湾ロジスティクス分野は、日本の国際

競争力強化と経済安全保障の観点から重要な位置を占めると考えられます。特に、

スマート物流やサイバーポートの推進は、サプライチェーンの強靭化、効率化、お

よび脱炭素化に貢献し、経済成長を促進する可能性があります。日本の強みである

省人化・無人化技術やAIを活用した港湾荷役の最適化技術への投資を強化し、これ

らの技術の国際標準化を推進することで、日本の技術優位性を確立し、国際市場で

の競争力を高めることが期待されます。また、海運輸送分野における持続可能性と

デジタル化の遅れは、新たな技術開発と特許取得を促す政策的インセンティブの機

会を提供します。政府は、研究開発への支援、特許取得の奨励、そして国際的な連

携を通じて、日本がこの分野でリーダーシップを発揮できるよう戦略的に取り組む

べきです。これにより、経済安全保障の確保と、持続可能な社会の実現に貢献でき

るでしょう。

https://www.wipo.int/web-public0.8
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小型無人航空機（ドローン）分野における特許競争は、中国が圧倒的な優位性を示

しています。2017年から2021年のパテントファミリー件数では、中国籍が77.0%を

占め、韓国籍（10.0%）、米国籍（5.6%）、日本国籍（3.1%）、欧州籍（2.7%）と

続きます。国際パテントファミリー（IPF）件数でも中国籍が42.7%で首位、米国籍

（16.6%）、欧州籍（13.5%）、日本国籍（11.1%）となっています。特に、中国の

DJI社はIPF件数で他社を圧倒しており、完成品としての市場支配力が非常に高い状

況です。技術区分別に見ても、中国籍はほぼ全ての区分で1位、米国籍が2位を占め

ています。日本は無人機管制（UTM）で3位となるものの、全体的には4位に留まっ

ています。AI分野の特許出願数では、日本は中国の10分の1以下、米国の約3分の1と
大きく水をあけられていますが、AI特許1件あたりの被引用数では韓国を上回るな

ど、質的な優位性も指摘されています。デュアルユース技術においては、米国が防

衛関連技術の特許非公開制度を積極的に活用し、技術流出防止と競争力維持を図っ

ています。

日本の強みは、ドローン分野において、レベル4飛行実現に向けた「センシング」や

「異常時対応」技術、および「無人機管制（UTM）」や「飛行支援」といったイン

フラ・プラットフォーム技術にあるとされます。特に、農林水産業、搬送物流サー

ビス、点検といった応用分野では、日本国籍出願人の国際パテントファミリー件数

が他国に引けを取らず、引き続き技術開発が重要視されています。また、特定の技

術区分では日本国籍出願人のIPF件数比率が非常に高く、例えば「広域通信（基地局

を介した通信）」、「ロータガード」、「複数ドローン制御」、「バッテリ状

況」、「飛行範囲設定」、「風況（風速・風向など）」、「気圧」、「LiDAR
（レーザ）」、「角速度（ジャイロセンサー）」、「通信（無人機管制）」、「安

全構造」、「風況（飛行支援）」、「方位（地磁気検知を含む）」、「ホバリン

グ」、「バッテリ交換・充電」、「飛行指示・指令」、「エネルギー供給」、「無

人機管制（UTM）」などで高い比率を示しています。さらに、半導体分野では製造

装置・素材で圧倒的なシェアを維持し、量子鍵配送（QKD）では東芝が世界トップ

クラスの技術を有しています。防衛産業におけるデュアルユース技術の育成・活用

においては、民生技術の防衛活用（スピンオン）が加速しており、日本の得意な民

生技術を安全保障分野へ転用する動きが期待されます。

米中が支配的でない、または日本が差別化できる特許空白域・ニッチ機会として、

JPOのドローン特許出願技術動向調査レポートからは、日本国籍出願人のIPF件数比

率が高い特定の技術区分が挙げられます。これには、「広域通信（基地局を介した

通信）」、「ロータガード」、「複数ドローン制御」、「バッテリ状況」、「飛行

範囲設定」、「風況（風速・風向など）」、「気圧」、「LiDAR（レーザ）」、

「角速度（ジャイロセンサー）」、「通信（無人機管制）」、「安全構造」、「風

況（飛行支援）」、「方位（地磁気検知を含む）」、「ホバリング」、「バッテリ

交換・充電」、「飛行指示・指令」、「エネルギー供給」、「無人機管制

（UTM）」などが含まれます。これらの技術は、ドローンの安全性、自律性、運用

効率を高める上で重要であり、日本が強みを持つセンシングや異常時対応技術と組

み合わせることで、国際市場での差別化を図れる可能性があります。特に、レベル4
飛行（有人地帯での補助者なし目視外飛行）の実現に向けた技術は、日本が世界に

先駆けて環境整備を進めている分野であり、この領域での技術的優位性を確立する

ことが空白域獲得に繋がります。また、ドローンの応用分野として成長が期待され

る農林水産業、搬送物流サービス、点検分野においても、日本企業は他国に引けを

取らない技術開発を進めており、これらの特定用途に特化した技術開発もニッチ機

会となり得ます。さらに、防衛産業における民生技術の転用（スピンオン）は、日

本の民生分野の強みを活かした新たな機会を創出する可能性があります。

高市政権の知財戦略・成長戦略に対する含意として、まず「防衛産業、造船、港湾

物流、海洋、防災・国土強靱化」の5分野が知的財産推進計画2025（IPX）で十分に

カバーされていないという構造的ギャップの解消が急務です。特に防衛産業におい

ては、GCAP（日英伊次世代戦闘機共同開発）のような国際共同開発における知財

配分、ライセンス、第三国移転時の技術管理に関する日本企業の経験不足が課題で

あり、これに対応する新たな知財管理パラダイムの構築が求められます。防衛装備

庁（ATLA）によるオープン・クローズ戦略の明確化や、防衛イノベーション科学技

術研究所（DISTI）の設立は、デュアルユース技術の育成・活用を促進する上で重要

な政策的取り組みです。また、経済安全保障推進法に基づく特許非公開制度の運用

は始まったものの、米国と比較して極めて抑制的であり、外国出願禁止への対応な

ど、企業の実務上の課題解決に向けた支援強化が必要です。日本の強みであるセン

シングや異常時対応技術、UTMなどのインフラ技術を活かし、レベル4飛行の実現

や、農林水産業、搬送物流サービス、点検といった応用分野での技術開発への継続

的な注力が、成長戦略達成に不可欠です。

https://www.mod.go.jp/j/policy/ 0.9
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情報通信分野における特許競争は、米国と中国が優勢を占めています。2022年の米

国への特許出願数は59.4万件、日本への出願数は29.0万件であり、日本は中国、米

国に次ぐ規模ですが、2000年代半ばから減少傾向にあります[5]。日米中におけるパ

テントファミリー数の技術分野別割合を見ると、米国および中国では「情報通信技

術」の割合が増加しているのに対し、日本では停滞しています[5]。5Gの標準必須特

許では、中国企業が大幅に増加しており、6Gにおいても同様の傾向が予想されます

[1]。海底ケーブルの敷設においては、中国HMNが途上国を中心に新規敷設距離を増

加させており、米国サブコムも高水準を維持しています[1]。

日本は、情報通信市場における国際シェアが低い状況にあるものの、スマートフォ

ン等に組み込まれる電子部品市場では世界シェアの約3割を占めており、Beyond
5G/6Gに向けた潜在的な競争力を有しています[1]。また、オール光ネットワーク技

術においては、電気-光変換を極力排し、低消費電力・低遅延・大容量を実現する技

術で優位性を持つとされています[2]。海底ケーブル分野では、NECが先進の光伝送

技術を核に、大容量かつ高信頼、長期運用を可能とする通信システムを提供し、世

界シェアの拡大を目指しています[3]。NICTは、Beyond 5G/6G時代における非地上

系ネットワーク（NTN）の研究開発を推進しており、地上-衛星間光データ伝送シス

テムなどの基礎技術を確立しています[4]。

情報通信分野における特許競争は米国と中国が優勢ですが、日本が差別化できる空

白域やニッチ機会も存在します。例えば、5G/6Gの標準必須特許では中国が先行し

ているものの、日本は電子部品市場で高い世界シェアを有しており、Beyond 5G/6G
に向けた潜在的な競争力があります[1]。この強みを活かし、特定の電子部品やデバ

イスに特化した特許戦略を強化することで、中国や米国が支配的でないニッチ市場

を確立できる可能性があります。また、オール光ネットワーク技術や、災害に強い

デジタルインフラの構築に向けたデータセンターの地方分散、海底ケーブルの多

ルート化といった分野は、日本の地理的特性や防災意識の高さから、国際的なモデ

ルケースとなり得る空白域です[1]。特に、電力と通信を連携させる「ワット・ビッ

ト連携」によるデータセンターの柔軟な運用やユースケース創出は、日本独自の強

みとして国際競争力を高める機会となり得ます[1]。さらに、NICTが推進する非地上

系ネットワーク（NTN）における地上-衛星間光データ伝送システムのような先端技

術は、今後の6G時代において重要な特許空白域となる可能性を秘めています[4]。

高市政権の成長戦略は、AIや半導体など17の戦略分野に重点を置き、経済安全保障

を中核に据えています[6]。情報通信分野においては、データセンターの地方分散や

海底ケーブルの多ルート化を推進するための補助支援を強化しており、特に東京

圏・大阪圏以外の地域での整備を促進しています[1]。これは、大規模災害時のレジ

リエンス強化と地域活性化を目的としており、オール光ネットワーク（APN）の活

用によるデータセンターの分散運用やユースケース創出の実証も進められています

[1]。日本の情報通信技術の国際競争力強化と経済安全保障の確保に向けた取り組み

が加速されると見られます[7]。

https://www.soumu.go.jp/main_0.9

海洋（海洋無人機、

MDA、革新的海底開

発技術）

海洋（海洋無人機、

MDA、革新的海底開

発技術）

海洋分野における特許・技術競争は、日米中が主要なプレイヤーとして活発に展開

されています。ドローン技術全体では、中国からの出願が全体の約半分を占め、増

加傾向にあり、特に巨大ドローン企業は国際パテントファミリー件数で他国を圧倒

しています。米国からの出願は減少傾向にありますが、国防産業としてAUV開発を

重視しています。日本はドローン全般の出願件数では米中に劣るものの、特定の技

術領域で強みを発揮しています。海洋無人機（AUV/UUV）の開発は各国で進んでお

り、米国は軍事利用を視野に入れた開発を、中国はAIとの統合を進めています。革

新的海底開発技術では、深海資源調査技術の開発が国際的に進められており、AUV
の複数機同時運用システムや高解像度海底地層マップ作成技術などが注目されてい

ます。MDAにおいては、米国が2001年の同時多発テロを契機に情報共有の仕組みを

構築し、日本も第4期海洋基本計画でMDA能力強化を重点施策としています。

日本は、ドローン技術全般において、センシング技術や異常時対応技術に強みを有

しており、特にレベル4飛行実現に向けた飛行制御技術（角速度、LiDAR、加速度、

気圧、風況などのセンシング、編隊・群体飛行、衝突防止、落下対策などの異常時

対応）が挙げられます。また、農林水産業分野におけるドローン活用では、日本国

籍出願人の比率が70%以上と高く、ロータガード、気圧・風況センシング、複数ド

ローン制御、飛行範囲設定、広域通信などの技術で優位性を示しています。海洋無

人機分野では、自律型無人探査機（AUV）の開発において、東京大学生産技術研究

所の浦環氏による実用的なAUV開発の歴史があり、JAMSTECが深海資源調査技術に

おいて世界初のAUV複数機同時運用システムを構築するなど、高い技術力と実績を

有しています。MDAにおいては、JAXAが衛星データやAIを活用したデータ解析手法

の高度化に貢献しており、海洋状況表示システム「海しる」の運用を通じて、海洋

情報の集約・共有・利用を推進しています。

海洋分野における特許空白域や日本が差別化できるニッチ機会として、以下の領域

が考えられます。まず、ドローン技術全般において、特許庁の報告書で指摘されて

いる「飛行支援（インフラ）」や「無人機管制（プラットフォーム）」の技術開発

はまだ緒に就いたばかりであり、日本の得意なセンシングや異常時対応技術を活か

したインフラ・プラットフォーム技術の開発が空白域となる可能性があります。特

に、ドローンポートにおける充電機能、ポート位置測位、ドローン格納、着陸誘導

システムなどの技術は、中国の出願件数が多いものの、日本企業も強みを持つ領域

であり、差別化が可能です。また、海洋無人機においては、深海におけるAUVの複

数機同時運用システムや高解像度海底地層マップ作成技術など、JAMSTECがリード

する革新的深海資源調査技術は、世界的に未着手の領域が多く、日本の技術的優位

性を確立できる空白域となり得ます。さらに、MDAにおけるAIを活用したデータ解

析手法の高度化や、国際連携・国際協力による海洋情報の利活用推進は、日本の技

術力と国際貢献の機会を両立させるニッチ市場となるでしょう。水中通信や水中充

電といった海洋無人機関連の基盤技術も、今後の需要拡大が見込まれる空白域で

す。

高市政権の知財戦略・成長戦略は、AIや量子など17の戦略分野において、米中が支

配的な特許の「空白域」を見定め、日本企業の集中的な資源投入を促すことを目指

しています。海洋分野は「海洋国家日本の戦略インフラ」として位置づけられ、海

洋無人機（海洋ドローン）、MDA、革新的海底開発技術が重点項目とされていま

す。政府は海洋ドローン本体に加え、水中充電や水中通信といった技術開発への官

民投資を加速させ、防衛や資源・エネルギー分野での需要創出を図る方針です。こ

れは、日本の強みであるセンシングや異常時対応技術、AUV開発実績を活かし、特

許空白域での優位性を確立することで、経済成長と国際競争力の強化に繋げること

を意図しています。また、経済安全保障の観点から、重要技術の海外流出防止や、

特許出願非公開制度の厳格運用、セキュリティ・クリアランス制度の本格稼働を通

じて、知財保護を強化する方向性も示されています。

https://www.jpo.go.jp/resources0.85


